
第 3章 要請の確認 

3.1 要請の経緯 

「イ」国において、2003 年 8 月に極めて毒性の高い｢高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)｣ウイル

ス(H5N1)の鶏への初回感染が生じ、HPAI と確認されたのは 2004 年 1 月であり、その間に全国的

に蔓延した。その結果、摘発・淘汰(殺処分)による清浄化は困難と考えられ、2004年 3月よりワク

チン接種と選択的淘汰による清浄化対策が開始された。これらの対策により大規模養鶏農家(セク

ター1)、中規模養鶏農家(セクター2)における発生は減少し、死亡・淘汰羽数は 2004年 4月以降激

減している。(図 3-1参照) 

図 3-1 HPAI 感染による死亡家禽              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所：農業省畜産総局の 2006年の資料) 

 

しかし、発生件数としては、その後も小規模農家(セクター3、4)を中心に発生が認められており、

発生件数自体は変化していない。セクター3 と 4 の年間の発生件数は、2003 年：60 件、2004 年：

109件、2005年：87件、2006年：106件(8月まで)程度で推移している。(第 2章 3項の表 2-6参照) 

農業省畜産総局の 2006年 9 月 18日の情報では、「イ」国の 33 省 444郡のうち、30省 213郡で

HPAIの発生が確認されている。2006年 8月 30日時点で、死亡淘汰羽数は総計 11,566,932羽となっ

ている。(第 2章 3項の表 2-7参照) 

ヒトへの感染は、WHOの 2006年 10月 16日現在の情報では、「イ」国では累計で 72人の感染が

確認され、死者数は 55人を数え世界最多となった。つぎの表 3-1に世界の HPAI感染の患者数と死

亡数をまとめた。 
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表 3-1 世界の HPAI 感染の患者数と死亡数 

 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 合計 

国名 患者数 死亡 患者数 死亡 患者数 死亡 患者数 死亡 患者数 死亡

アゼルバイ
ジャン 

0 0 0 0 0 0 8 5 8 5 

カンボジア 0 0 0 0 4 4 2 2 6 6 
中国 1 1 0 0 8 5 12 8 21 14 
ジブチ 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 
エジプト 0 0 0 0 0 0 15 6 15 6 
インドネシア 0 0 0 0 19 12 53 43 72 55 
イラク 0 0 0 0 0 0 3 2 3 2 
タイ 0 0 17 12 5 2 3 3 25 17 
トルコ 0 0 0 0 0 0 12 4 12 4 
ベトナム 3 3 29 20 61 19 0 0 93 42 
合計 4 4 46 32 97 42 109 73 256 151 

(出所：WHOの 2006年 10月 16日の情報) (単位は人数) 

 

  「イ」国ではHPAI防疫対策として、感染が確認された農家や近隣で飼養されている鶏の淘汰、及

び鶏へのワクチン接種による防圧が行われた。このようなHPAI対策が開始され、2004年4月以降の

発生数は減少しているものの、庭先で行う小規模な養鶏が多く、地方のHPAIに対する診断能力が低

いことから、感染鶏を的確に診断して、その蔓延を防止することが困難となっている。また、ワク

チン接種についても、ワクチンの品質上の問題や庭先養鶏農家におけるワクチン接種率が低いこと

から、HPAIを完全に防圧するまでには至っておらず、現在でも毎月新たなHPAIの発生が継続して

みられており、感染地域は確実に拡大しつつある。 

この様な危機的状況を打開するため「イ」国政府は、2005年12月に｢鳥インフルエンザ防圧とイ

ンフルエンザの流行を防御するための国家戦略計画(NSP)を策定し、HPAIの感染拡大防止を図るた

めの対策を講じ、取り組むことを決定した。 

NSPでは、人への感染の元となる鶏での発生、蔓延防止対策の強化を重要な対策の柱として位置

づけており、農業省は、「HPAI防圧体制の強化」、「ワクチン接種と選択的淘汰対策の強化」、「積極

的なサーベイランスとモニタリングの強化」、「防圧に係る機関(家畜疾病診断センター(DIC)の診断

機能強化並びにワクチン品質管理機能強化)、「国際及び国内の鶏移動に係る検疫体制の強化」等々、

合計9つのエレメントからなるプロジェクトを実施することを決定している。 

 同プロジェクトの中でも、「防圧に係る機関とワクチン品質管理機能の強化」については、イン

フラ整備の面からの対策であるが、特に、これに対する支援を得ることは国際的にも困難な状況に

あり、「イ」国政府は、中央及び地方の家畜疾病防除行政を担う中核となる施設を対象に、以下を

内容とする無償資金協力を我が国に要請した。 

①地方におけるDICのうち、2箇所(メダン及びランプン)の機能強化 

②HPAIの発生の多い西部ジャワ島に新たなDICの新設 

③NVDALのHPAIワクチン品質検査機能強化に必要な施設整備 
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3.2 要請の背景 

3.2.1 概要 

(1)国土 

「イ」国は、面積 1,922,570平方キロメートル(日本の約 5倍)。国土は東西約 5,100km(米国の東

西両海岸間の距離に匹敵)、南北約 1,900kmに及ぶ世界最大の島嶼国家で、赤道をまたがる 1万 4

千あまりの大小の島から構成される。  

(2)人口、種族 

人口は約 2.16億人で中国、インド、米国に次いで世界第 4位である。人口の大半がマレー系(ジ

ャワ、スンダ等 27種族に大別される)。中国系は約 3％。総人口の約 6割に当たる 1.2億人強が、

全国土面積の約 7％に過ぎないジャワ島に集中している。  

(3)宗教 

イスラム教 87.1％、キリスト教 8.8％、ヒンズ-教 2.0％他。世界最大のイスラム人口を有する

が、イスラム教は国教ではない。  

(4)国家政体 

共和制の下、33州から構成。大統領は、国家元首であると共に行政府の長でもある。現大統

領は、第 6代スシロ・バンバン・ユドヨノ(任期は 2009年 10月まで)。議会は、国民協議会(憲

法の制定及び改正、国民協議会決定の策定等)、国会(立法機能、国家予算作成機能、政府に対

する監視機能)、及び地方代表議会(地方自治等に関する法案の提言、審議への参加)がある。国

民協議会は、国会議員(550人)と地方代表議会議員(128人)で構成される。 

「イ」国の一般的事項と基礎的経済指標をつぎの表 3-2にまとめた。  

表 3-2 ｢イ｣国の一般的事項ほか 

国土面積 1,922,570平方キロメートル (日本の約 5.1倍) 
人口 2億 1,641万人（世界第 4位） 
首都 ジャカルタ (人口 876万人：2003年推計時点) 
言語 インドネシア語 
宗教 イスラム教、ヒンドゥー教、キリスト教ほか 
政体 共和制 
元首 スシロ・バンバン・ユドヨノ大統領(就任時期：2004年 10月) 
主要産業 鉱業(石油、液化天然ガス、アルミ、錫)、農業(米、ゴム、パーム油)、工業(木

材製品、セメント、肥料) 
実質 GDP成長率 5.6%  (基準年：2000年) 
名目 GDP総額 2,724兆 8,061万ドル（2005年） 
一人当たりの GDP GDPは 1,259ドル（2005年） 
総貿易額 輸出額 856億 6000万ドル（2005年） 

輸入額 577億 100万ドル（2005年） 
(出所：日本貿易振興機構の 2006年 6月基礎データ) 

 

 (5)最近の経済動向 

｢イ｣国は、1997年 7月のアジア通貨危機において、ASEAN及び韓国の中で最大の経済的影響を

受け、1998年の GDP成長率はマイナス 13％にまで落ち込んだ。その後、国際通貨基金(IMF)プロ

グラムを着実に実施するとともに、プログラム終了後も構造改革を積極的に進め、2004 年末から

2005 年初めにかけて、個人消費や輸出に支えられて、経済は好調であった。GDP 成長率は、2003

年 4.5％、2004年には 5.13％を達成し、総選挙、大統領選挙、オーストラリア大使館前爆破テロ事

件等の懸念要素があったものの、経済は堅調に推移したが、その後、石油燃料価格の値上げに端を
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発するインフレと高金利により、経済成長率は鈍化傾向にある。 

 

(6)産業、資源・エネルギー 

｢イ｣国の農業は、主食である米が中心である。米以外ではカカオ、キャッサバ、キャベツ、ココ

ナッツ、コーヒー豆、サツマイモ、大豆、タバコ、茶、天然ゴム、トウモロコシ、パイナップル、

バナナ、落花生の生産量が多い。｢イ｣国は石油・天然ガスの資源国として知られているが、それ以

外の鉱業資源にも恵まれている。錫、ボーキサイト、ニッケルの非鉄金属では世界有数の資源国で

あり生産量を誇る。世界有数のスズ鉱脈を持ち、マレーシアやタイにつぐスズ生産国である。 

工業では軽工業、食品工業が盛んである。コプラパーム油のほか、化学繊維、パルプ、窒素肥料

などの工業が確立している。 

   実質 GDPに占める農業のシェアは 17%であるが、就労人口の 42.8%が農業である。(出所：FAO、

Livestock Sector Brief 2005年 7月)。 
｢イ｣国における畜産の総生産高は、農業総生産の約 2割を占め、養鶏はそのうちの約 6割強を占

める重要産業である。 

 

(7)最近の政治 

2004年 4月の総選挙において、スハルト旧政権時代の与党のゴルカル党が、得票率 21.6％で第 1

党、メガワティ大統領(当時)率いる闘争民主党が 18.6％で第 2党となった。また、同年 7月には大

統領選挙が行われた。スシロ・バンバン・ユドヨノ前政治治安調整相とユスフ・カッラ前国民福祉

担当調整相の正副大統領候補のペアが第 1位で第 1ラウンドを通過し、第 2位のメガワティ大統領・

ハシム・ムサディ NU総裁のペアとの間で決選投票が行われ(9月 20日)、ユドヨノ候補が約 6割の

票を獲得当選し、2004年 10月 20日、第 6代大統領に就任した。  

2004年に発足したユドヨノ政権は、自らのイニシアチブにより汚職対策をはじめ、各種の投資環

境整備に積極的に取り組んでいるが、2004年末に策定した国家中期開発計画(2004年～2009年)に

基づき、ガバナンス改革(汚職対策、司法制度改革、地方分権等)、治安強化、労働市場改革の円滑

な実施、インフラ整備をはじめとする投資環境改善等を行っている。 

2004年以降、スマトラ沖地震・津波災害、石油価格高騰、鳥インフルエンザ、バリ島テロ事件な

ど相次ぐ危機への対応に追われる中、投資促進、貧困削減等の課題についても取組を進めている。 

ユドヨノ政権発足 1年に相前後して、ルピアの一時的な下落等を背景として閣僚交代を求める声

が一部に高まり、2005年 12月、経済閣僚を中心に内閣改造が行われた。 

 

3.2.2 国家中期開発計画 

2005 年 1 月にユドヨノ政権は、国家開発の基本的方向性を示すものとして、国家中期開発計画

(2004年～2009年)を発表した。おもな課題はつぎのとおりである。 

①｢安全で平和な国づくり｣ 

②｢公平で民主的な国家の構築｣ 

③｢国民の福祉向上｣ 

上記の取り組みを通じて、2004年～2009年の平均経済成長率 6～7 %の達成を目指し、2009年ま

でに失業率を 5%まで低下させ、貧困率を 8%に削減させること等を目標としている。この目標達成

のために、経済政策面では｢マクロ経済の安定｣、｢ビジネス環境の改善｣、「農林水産部門の再生」
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を、社会政策面では｢教育・保険等のサービスの拡充｣を柱としている。これら経済政策のためのよ

り具体的な課題はつぎの通りである。 

マクロ経済の安定 ① インフレ：5%前後に抑制する。 
 ② 財政政策：2009年までに財政収支の均衡を達成し、公的債務／GDP比

率を 2009年に 32%にまで引き下げる。 
 ③ 金融部門改革：金融監督機関の創設、預金保険スキームの完成、ノンバ

ンク金融機関(投資信託、年金、保険等)の育成 
ビジネス環境の改善 ① 取引費用及び新規参入費用の削減(ライセンス取得に係る手続きの簡素

化、徴税機関の手続きの簡素化・透明化、新投資法の早期制定) 
 ② 輸出促進を目的とした関税や VAT徴税手続きの簡素化 
 ③ 中小企業の育成(中小企業への資金供給、技術移転の促進等) 
 ④ 労働市場の改革(高コストの労働関連規制の改善、労働争議関連法の改

善等) 
 ⑤ インフラ整備(水供給、道路、鉄道、港湾、航空、エネルギー) 
農林水産部門の再生 ① 農家支援：資金へのアクセスの確保 
 ② 農業インフラ：道路、潅漑等の整備 
 ③ アグロビジネスの育成：参入障壁の撤廃 

 

3.2.3 鶏の飼養管理方法 

「イ」国においては、約 13 億羽の鶏が飼育されているが、そのうち約 3 億羽は庭先養鶏的な小

規模な形態で飼育されており、小規模農家にとっての重要な蛋白源、及び貴重な現金収入源となっ

ている。「イ」国における鶏の飼養管理方法により、セクター1 からセクター4 に区分されており、

その内容をつぎの表 3-3に示した。 

表 3-3 鶏の飼養管理方法 

区分 養鶏規模 留意点 
セクター1 大規模養鶏場 

*(20,000 ～ 500,000
羽飼育) 

自主的にワクチン接種を行っている。ワクチン接種プログラムは
4 ヶ月間隔の 2 回接種が推奨されている。ブロイラーの飼養期間
は約 1ヶ月と短いため、ワクチンは未接種である。採卵鶏へのワ
クチン接種は自己負担であり、輸入ワクチンを使用している。 

セクター2 中規模養鶏場 
*(1,000～ 20,000 羽
飼育) 

同上 

セクター3 小規模養鶏場 
*(1,000～ 20,000 羽
飼育) 

飼養規模は同じであるが、セクター2より衛生管理状態が悪い。
｢イ｣国政府が国産ワクチンを用いて、無償接種を実施している。

セクター4 庭先養鶏 
*(1～10羽飼育) 

約 3,000万世帯(約 1.5億人)が鶏を開放型で飼養しており、この比
率が養鶏農家の約 8割を占める。(1世帯=5人で計算) 
｢イ｣国政府が国産ワクチンを用いて、無償接種を実施している。

(出所：National Strategic Work Plan for the Progressive Control of Highly Pathogenic Avian Influenza in Animals 
Ministry of Agriculture, Indonesia, December 2005、*印：｢インドネシア派遣報告 2005年 11月 18日～11
月 30日｣) 

 

一方、この様な養鶏形態は、効果的なワクチン接種や感染の可能性のある鶏の淘汰を困難とさせ、

HPAI防圧対策が困難な状況を生じさせており、効果的な HPAI対策の遅れは、「イ」国のみならず、

世界的なリスクを顕在化させる要因ともなっている。   

 

3.2.4 鳥インフルエンザ 
鳥インフルエンザ(AI)は A型インフルエンザウイルスによりおこる病気で、低病原性(LPAI)と

高病原性(HPAI)の 2種類に分けられる。低病原性は家禽類に下痢などを起こす病気であるが、高病
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原性は感染した家禽を 75%以上殺してしまう毒性の強い病気である。現在、世界各地の家禽に流行

している H5N1というウイルスは、高病原性の鳥インフルエンザを起こす種類である。 

A型インフルエンザウイルスには、さまざまな亜型があり、通常は H (赤血球凝集素)の 1～15と

N(ノイラミニダーゼ蛋白)の 1～9の組み合わせで表される。鳥インフルエンザでは、H5型、H7型、

H9型などが知られている。 

高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)は、オルソミクソウイルス科の A型インフルエンザ感染によ

る家禽の疾病のうち、鳥、七面鳥などに高致死性の病原性を示すウイルス感染、または H5、ある

いは N7亜型ウイルスの感染による疾病をいう。我が国では、家畜伝染病予防法(平成 17年 10月

21日改正)の法定伝染病(第 1章総則の第 2条)に指定している。 

世界での主な発生例をつぎの表 3-4にまとめた。 

表 3-4  HAPI の世界の発生例 

国名 発生年 ウイルス型ほか 
イタリア 1999年 H7N1 
オランダ 2003年 H7N7 
韓国 2003年 H5N1 
パキスタン 2004年 H7N3 
北朝鮮 2005年 H7N7 
アメリカ 2004年 H5N2 
ベトナム 2004年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
タイ 2004年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
カンボジア 2004年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
中国 2004年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
ラオス 2004年 H5N1 
インドネシア 2003年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
マレーシア 2004年 H5N1 
ロシア 2005年 H5N1 
カザフスタン 2005年 H5N1 
トルコ 2005年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
ルーマニア 2005年 H5N1 
ナイジェリア 2005年 H5N1 
エジプト 2006年 H5N1。ヒトへの感染死亡も発生。 
フランス 2006年 H5N1 
ドイツ 2006年 H5N1 
日本 2004年 H5N1。2004年１月に山口県、同年 2月に大分県、同年 3月に

京都府の農場で HPAIの発生が確認された。 
 2005年 H5N2。2005年 6月に茨城県と埼玉県で HPAIの発生が確認さ

れた。 
(出所：動物医薬品研究所の 2006年 9月のデータ) 

 

3.2.5 鳥インフルエンザのヒトへの感染 

H5N1ウイルスがヒトに感染した事例は、1997年に香港で最初に確認された。その後、2003年末

よりベトナム、インドネシア、タイ、中国などを中心にヒトへの感染が確認され、2006年 10月 16

日時点において、全世界で 256名が感染し、151名の死亡が確認された。｢イ｣国では 72名の感染*2

が確認され、死者数*2は 55名を数え世界最多となった。(*2出所：WHOの 2006年 10月 16日の情報)  

鳥インフルエンザウイルスが、そのまま新種のウイルスになることはない。鳥のウイルスが豚や

ヒトに感染を繰り返すうち、新種のウイルスへと変異することが知られている。鳥インフルエンザ

の流行が強まれば、それだけウイルスの変異する危険性が増すことになる。 
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鳥のインフルエンザウイルスとヒトに感染するインフルエンザウイルスとは、構造上の違いは非

常に少ない。たとえば、高病原性鳥インフルエンザウイルス(H5N1)と人のインフルエンザウイル

スとは、ウイルスを構成する 4,500個のアミノ酸中で、わすが 19個が違っているのみである。 

      鳥インフルエンザの患者を詳しく調べると、そのほとんどが病気になった家禽と密に接触してい
る。つまり家禽との密な接触を控えれば、感染する危険性は低くなる。同ウイルスは、突然変異に

よるヒトへの感染能力を保持した場合、過去のスペイン風邪に代表される世界的大流行が起こりう

るとされており、WHO を始めとして、その発生状況は世界的に重大な関心事項となっている。 

    

3.2.6 鳥インフルエンザの防疫と清浄化 

HPAIの防御の基本は摘発・淘汰(殺処分)にある。しかしながら、家禽は経済動物であり、必ず

しも摘発・淘汰が最良の策ではないという意見もある。HPAIが多発している場合や、摘発・淘汰

では経済損失が大きく、清浄化が困難な場合は、緊急的にワクチン接種で HPAIの発生数を減少さ

せ、選択的淘汰との併用により、清浄化を目指す場合もある。 

｢イ｣国の HPAI清浄化対策は、2005年 12月に策定された｢国家鳥インフルエンザ防圧戦略(NSP)｣

にしたがい、疾病診断のサーベイランスとワクチン接種の 2つが基本である。それを踏まえた感染

鶏の選択的淘汰が主要な対策であり、そのほかに HPAIに対する国民への啓発や島間の移動に際し

ての検疫も重要な対策となっている。 

 

3.2.7 ワクチンの種類と効果 

(1)不活化ワクチン 

   現在、諸外国で製造承認されている、鳥インフルエンザワクチンの多くは、不活化ワクチンであ

る。このワクチンは、ウイルス増殖液をホルマリン等の処理により、感染性を無くし、免疫原性を

高めるため、アジュバント1を添加したワクチンである。 

(2)組換えワクチン 

   鶏痘ウイルス等の遺伝子に AIウイルスの HA遺伝子を挿入して、作成した組換え生ワクチンを

いう。これまでに、メキシコ、グアテマラ、エルサルバドルで実績がある。組換えワクチンは生ワ

クチンであるため、①液性免疫と細胞性免疫の両方を誘導可能、②不活化ワクチンより早期に免疫

効果が現れる、③組換えワクチンウイルスでは、インフルエンザウイルスの HA蛋白のみが発現し

ているため、ワクチン接種による抗体と、流行ウイルス感染による抗体との区別が容易等の利点が

ある。しかしながら、a)ベクターウイルスに対する移行抗体を有するヒナでは効果が低い、b)鶏痘

などベクターとなっているウイルスのワクチン接種鶏に対しては効果が低い等の効果面での欠点

があること、及び遺伝子組換え生物の使用に関する規制の厳しさから、実際の使用はメキシコ、グ

アテマラ、エルサルバドルの 3カ国に限られている。 

 

3.2.8 世界のワクチン使用状況 

   鳥インフルエンザの防疫にワクチン使用を許可している国は、鳥インフルエンザが多発している

国に限られている。ワクチンを使用している主な国についてつぎの表 3-5にまとめた。現在、メキ

 
1 アジュバント(Adjuvant)とは、抗原の免疫原性を高める目的で、抗原と共に生体に投与され試薬のこ
と。免疫賦活剤、あるいは免疫増強剤の一種とも考えられる。 
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シコ、イタリア、中国、パキスタン、インドネシア、ベトナム等の国において、HPAIに関する清

浄化は確認されていない。 

表 3-5 世界のワクチン使用状況 

# 国名 使用状況 
1 アメリカ 1979年から 1997年までに、ミネソタ州で七面鳥用として、2,238万ドーズの

ワクチンが使用された。1990年代以降は、H5や H7亜型のワクチンの使用は
原則禁止している。2003年のコネチカット州の大型採卵養鶏場で H7亜型の弱
毒ウイルスが確認された事例については、厳格な監視検査の下で、ワクチンを
用いた防疫法を採用した。 

2 メキシコ 1994年～1995年に発生した H5N2の HPAI対策として、ワクチンを使用した。
その結果、強毒ウイルスの流行は沈静化したが、H5N2弱毒ウイルスは存続し、
ワクチンを使用しながら防疫を継続しており、未だに清浄化は達成されていな
い。 

3 パキスタン 1995年に H7N3の HPAI対策として、ワクチンを使用したが、同じ亜型の HPAI
の発生が散発的に継続しているため、未だに清浄化は達成されていない。 

4 イタリア 1999年に H7N1による HPAIの発生があり、ワクチンを使用せずに選択的淘汰
で撲滅に成功したが、弱毒の H7N1ウイルスによる発生が継続したため、H7N3
で作製したワクチンの使用が開始された。2002年から弱毒の H7N3の流行が
始まり、今度は H7N1亜型のワクチンを使用することになった。さらに 2005
年に弱毒の H5N2ウイルスによる発生もあり、現在では、H5と H7の 2価ワ
クチンを使用している。同国では、鳥インフルエンザワクチンを常在疾病ワク
チンとして、継続的に使用している。 

5 中国 2004年に H5N1の発生があり、HPAI対策として、ワクチンを使用した。同国
では、2005年にも HPAIの発生が継続している。 

6 ベトナム 2004年に H5N1の発生があり、HPAI対策として、試験的にワクチンを使用し
た。同国では、その後も HPAIの発生が継続している。 

7 インドネシア 2003年に H5N1の発生があり、HPAI対策として、ワクチンを使用した。同国
では、その後も HPAIの発生が継続しており、清浄化未確認状態が続いている。

(出所：動物医薬品研究所のホームページ) 

 

3.2.9 バイオセーフティレベル(BSL) 

微生物(ウイルス・細菌など)の危険性を示すレベルで、通称“BSL”と呼ばれている。研究者のミスに

よる外部への漏出を防ぐために、微生物は危険度に応じて分類されており、この分類法がバイオセーフ

ティレベルである。レベルは 1～4 までの 4 段階に分けられ、そのレベルに応じて適切な施設が作られ

る。微生物を取扱う場合ヒトを標準として、つぎの基準でバイオセーフティレベルを分類する。 

レベル‐1(BSL1)： ヒト或いは動物に重要な疾患を起こす可能性がないもの。 

レベル‐2(BSL2)： ヒト或いは動物に病原性を有するが、実験室職員、その他の職員、家畜に

対し、重大な災害となる可能性の低いもの。 

レベル‐3(BSL3)： ヒトに感染すると通常重篤な疾病を起こすが、一つの固体から他の固体へ

の伝播の可能性の低いもの。 

レベル‐4(BSL4)： ヒトまたは動物に重篤な疾病を起こし、かつ罹患者より他の固体への伝播

が、直接または間接に容易に起こり得るもの。有効な治療及び予防法が通

常得られないもの。 

尚、BSLのレベルに応じて、実験室の安全設備および運営基準が決められる。 
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3.3 最終的な要請内容 

現地調査を踏まえて、｢イ｣国側と要請内容の確認を行った。NVDAL については、鳥インフルエ

ンザワクチンの品質管理の必要性が認められた。DICメダンについては、国際獣疫事務所(OIE)の支

援により、2007年に機材の供与がなされることが判明した。OIEの支援との重複を避けて、要請機

材の整理を行った。DICランプンの要請機材についても、絞込みを行った。新設DICのBSL3施設の

建設と関連機材については削除された。その理由は、2007年には家畜衛生研究所において、BSL3

施設を設置する予定である。したがって、新設DICで予定していたウイルスのシークエンス検査は、

家畜衛生研究所のBSL3施設で代替が可能であることが判明した。 

最終要請の内容はつぎの表 3-6 のとおりであった。(要請機材・施設の内容は、添付資料｢1.署名

ミニッツ｣中の Annex-4、及び添付資料 2～5を参照のこと) 

表3-6 ミニッツで合意された要請内容 

# 対象施設 要請施設 要請機材 
1 NVDAL ワクチン検査棟の建設(BSL3) 

制御室及びトイレ 
水処理施設 

BSL3ラボ機材 

2 DICメダン AI診断棟の建設 
給水設備の改修 
鶏舎の建設 
巡回搬送車及びガレージ 

家畜疾病の診断・サーベイランス等
のラボ機材 

3 DICランプン AI診断棟の建設 
給水設備、電気設備の改修 
鶏舎の建設 
巡回搬送車 

家畜疾病の診断・サーベイランス等
のラボ機材 

4 新設DIC (西ジャワ) DICの新設 
(検査棟、管理棟、講義室、宿舎、小
動物舎、大動物舎、発電機・ポンプ・
焼却炉) 

家畜疾病の診断のための機材 
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